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○ 人口及び世帯の概要

○ 年令別人口の概要

　人口及び世帯数 1世帯当たり人員　

　総人口に占める

　年齢(3区分)別構成比

老年人口 (65歳以上)

生産年齢人口 (15～64歳)

年少人口 (0～14歳)

増減数 増減率(%) 増減数 増減率(%)
世帯数 209,343 210,433 221,404 1,090 0.5 10,971 5.2
人口総数 (1) 453,748 452,563 459,593 △ 1,185 △ 0.3 7,030 1.6
男 (1) 221,216 219,059 222,293 △ 2,157 △ 1.0 3,234 1.5
女 (1) 232,532 233,504 237,300 972 0.4 3,796 1.6
1世帯当たり人員 (2) 2.15 2.12 2.04 △ 0.03 △ 1.4 △ 0.08 △ 3.8
人口密度（1km2当たり） (1) 9,080.4 8,922.8 9,061.4 △ 157.6 △ 1.7 138.6 1.6
年少人口（0～14歳） (3) 53,922 50,036 47,978 △ 3,886 △ 7.2 △ 2,058 △ 4.1
生産年齢人口（15～64歳） (3) 289,125 265,526 246,316 △ 23,599 △ 8.2 △ 19,210 △ 7.2
老年人口（65歳以上） (3) 106,070 121,155 120,113 15,085 14.2 △ 1,042 △ 0.9
平均年齢 (3) 45.4 47.0 47.9 1.6 3.5 0.9 1.9

(1) 年齢不詳を含む。　(2) 施設等の世帯及び世帯類型不詳を除く一般世帯における1世帯当たりの人員である。

(3) 年齢不詳を含まない。

（平成27年－22年）

　令和2年10月1日現在で実施された国勢調査による尼崎市の人口及び世帯数の確定値の人口等基本集計
結果の概要をお知らせします。
　なお、総務省統計局のホームページに国勢調査報告が掲載されていますので、詳しくはこちらをご覧くださ
い。

　総人口は、459,593人となり、平成27年と比べ7,030人の増加（増加率1.6％）、世帯数は、221,404世帯とな
り、平成27年と比べて10,971世帯の増加（増加率5.2％）となりました。また、一般世帯の1世帯あたり人員は、
2.04人となり、減少が続いています。

　人口を年少人口（0～14歳）、生産年齢人口（15～64歳）、老年人口（65歳以上）の3区分（※年齢不詳を除
く）でみると、年少人口は平成27年と比べ2,058人減（減少率7.2％減）と減少し、生産年齢人口も19,210人減
（減少率4.1％減）と減少し、老年人口も1,042人減（減少率0.9％減）と減少しています。

項目 平成22年 27年 令和2年
（令和2年－27年）

https://www.stat.go.jp/data/kokusei/2020/

0

10

20

30

40

50

平成22年 27年 令和2年

(万人)

年齢3区分別人口の推移

1.90

2.00

2.10

2.20

2.30

2.40

2.50

0

10

20

30

40

50

平成22年 27年 令和2年

(万人)

人口及び世帯数の推移

世帯数 人口総数 (1) 1世帯当たり人員 (2)

53.6％

26.1％

10.4％



○　世帯構成の概要

平成27年 令和2年 構成比(%) 増減数 平成27年 令和2年
総数 (1)+(8)+(9)+(10) 210,229 221,148 100.0 10,919 446,703 452,058
　親族世帯 (1)=(2)+(7) 120,252 117,782 53.3 △ 2,470 350,616 335,226
　　核家族世帯 (2)=(3)+(4)+(5)+(6) 109,810 109,359 49.5 △ 451 309,995 304,535
　　　夫婦のみ (3) 39,145 39,980 18.1 835 78,290 79,960
　　　夫婦と子ども (4) 50,957 48,748 22.0 △ 2,209 185,374 176,404
　　　男親と子ども (5) 2,807 3,221 1.5 414 6,329 7,346
　　　女親と子ども (6) 16,901 17,410 7.9 509 40,002 40,825
　　その他の親族世帯 (7) 10,442 8,423 3.8 △ 2,019 40,621 30,691
　非親族を含む世帯 (8) 1,878 4,030 1.8 2,152 4,616 10,217
　単独世帯 (9) 86,612 95,671 43.3 9,059 86,612 95,671
　（再掲） 65歳以上の単独世帯 28,903 28,198 12.8 △ 705 28,903 28,198
　世帯の家族類型「不詳」     (10) 1,487 3,665 1.7 2,178 14,171 10,944

○　住居の状態

平成27年 令和２年 構成比(%) 増減数 平成27年 令和２年
一般世帯 210,229 221,148 100.0 10,919 446,703 452,058
住宅に住む一般世帯 206,618 218,351 98.7 11,733 442,107 448,595
持ち家 105,756 110,322 49.9 4,566 270,158 270,332
公営・都市再生機構・公社の借家 15,391 14,199 6.4 △ 1,192 29,300 25,419
民営の借家 80,577 86,893 39.3 6,316 132,853 140,994
給与住宅 3,956 4,868 2.2 912 8,121 8,523
間借り 938 2,069 0.9 1,131 1,675 3,327

住宅以外に住む一般世帯 3,611 2,797 1.3 △ 814 4,596 3,463

　施設等の世帯を除く一般世帯を核家族世帯とその他に分けると、核家族世帯は451世帯減少し、構成比で
は52.2％から49.5％へと2.7ポイント減少しています。特に夫婦と子どもの世帯は、2,209世帯の減少で、構成
比も24.2％から22.0％へと2.2ポイント減少しています。　いっぽう単独世帯（一人世帯）は、9,059世帯増加
し、構成比も41.2％から43.3％へ2.1ポイント増加しています。その単独世帯のうち65歳以上（いわゆる高齢単
身世帯）は28,198世帯（705世帯減、構成比12.8％）と減少しています。

世　　帯　　類　　型

　一般世帯を住居の状態別にみると、持ち家が4,566世帯増加（増加率4.3％）して110,322世帯（構成比
49.9％）となり、全体の半数を占めています。また民営の借家は6,316世帯増加（増加率7.8％）して86,893世
帯（構成比39.3％）となっています。

住居の種類・住宅の所有の関係

出典（総務省統計局「各年国勢調査結果」）
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